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第１章 問題意識 
 職場は、様々な関係性によって成り立っている。職場における関係性は、「上司―部下」、
「先輩―後輩」、「経営陣―従業員」などのような縦の関係、人事部―経理部などの部署間、
同じ部署でも担当者間などのような横の関係が見られ、フォーマルな関係性が成立してい
る。そしてこれらの関係性は、組織に決められたあるいは関係者間で合意した役割に従っ
て、各々の業務を遂行している。そういう意味で、職場には「分業」関係が成り立っている。
ただ、分業が成り立っていても、それぞれ孤立した状態であればどうなるだろうか。それを
考える上で、以下に 18 世紀スコットランドの哲学者、ヒュームの著書を引用する。 
 
 隣家の小麦は今日稔るし、自家の小麦は明日稔ろう。それゆえ、今日は隣家とともに
働いて、明日は隣家が私を援ければ、双方に利得があろう。しかし、私は隣家に何らの
好意も持たない。また、隣家が私に対しても同様に好意を持たないと知っている。それ
ゆえ、私は隣家のために骨を折ろうとは思わない。また、もし返礼を期待して、私自身
のために隣家に協力して働けば、私は失望すると知っている。言い換えれば、隣家の感
恩に依存しても無駄であると知っている。それゆえ、今の場合、私は隣家が自分だけで
働くままにしておく。隣家も私に同様な取扱いをする。刈入れの時期は移る。そして、
私も隣家も、相互の信頼と保障とを欠くため収穫を失う。（Hume, 1740） 
 
 上記の記述は、隣人関係にありながら互いに協力することはせず、結果、収穫を失う様を
描写している。一方で同じ著書の中で次のようにも述べている。 
 
 私が他人に奉仕すれば、他人は私から同じ種類の他の奉仕をひき続いて受けることを
期待し、かつまた、私や或は他の人々との間に好誼の同様なやりとりを保持するため、
私の奉仕に返しをしよう、かように予見する。そして他人に奉仕する。また従って、私
の奉仕を受けた者は、奉仕を受けたのち、そして私の行動から起こる利益を所持したの
ち、彼の側でなすべきことを拒んだ場合の帰結を予見して、よって以って彼自身の側で
なすべきことを履行するような心に誘致される。ここに初めて、自利に基づく利他的行
動が起こるのである。 
 
 前者は、互いに信頼し協力し合えば、成果（収穫）を得られるのに、それがないために成
果を得られない様子を描写している。後者は、自らが利益を獲得するためには、好意がなく
ても協力することの合理性を説いている。多くの場合、職場という人の集まりがある場で
は、成果を得るために、好き嫌いは脇に置き、互いに協力し合うという行動が見られるので
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はないだろうか。本研究は、互いに信頼し協力することによって、当事者にとって望ましい
結果を得られることを見出す。具体的には、職場における個人のつながりと労働時間の関係
性について、ソーシャル・キャピタルを用いて分析する。すなわち、職場の特性がソーシャ
ル・キャピタルを媒介して、労働時間に負の影響を与えるという仮説のもとに研究を進め
る。ソーシャル・キャピタルの先行研究、定義については後述するが、ソーシャル・キャピ
タルとは、簡単にいえば「他のプレイヤーとの関係」である（Burt, 1992）。 
 
 
第 2 章 日本の職場における労働時間の状況 
 日本における労働者の労働時間は、2000 年以降緩やかに低下している（「平成 29 年版労
働経済白書」）。しかしながら、労働時間現象の要因を見てみると、パートタイム労働者比率
の上昇が全体の総実労働時間の減少に寄与しており、一般労働者の総実労働時間は 2000 年
と 2016 年を比較してほぼ横ばいの状況が続いている。また、労働時間の短縮を目的とした
1988 年の改正労働基準法の施行を受け、週の法定労働時間が 48 時間から 40 時間へ段階的
に引き下げられたものの、週当たりの労働時間はほとんど変化がないことも指摘されてい
る（黒田, 2010）。これは、週末の労働が平日にシフトし、結果として平日の労働時間が長
くなっていることを意味する。一般労働者の所定外労働時間は、2000 年では 11.8 時間だっ
たのが、2016 年には 14.4 時間と増加している。また、週 60 時間以上働いた労働者の比率
を見ると、2003 年に 17.6%だったのが、2016 年には 12.0%と低下したものの、依然として
10%を超える水準である。これは何を意味するかというと、1990 年代以降、先行きの不確実
性が高まる中で、いわゆる正社員に労働量（労働時間）のバッファーの役割を担わす一方、
正社員よりも雇用の柔軟性が高い非正規社員の比率を高めた結果であると考えられる。「バ
ッファー」は、不況時に人員調整を避ける役割を果たす一方で、好況時には、少ない人員で
多くの労働量を負担しなければならないという状況を生み出す。労働基準法では、36 協定
により「１週 40 時間」または「1 日 8 時間」を超えて働かせる時間を「時間外労働」とし
ているが、週 60 時間働いている状況は、単純計算で１週 20 時間の時間外労働をさせてい
ることになり、月に換算すると 80 時間程度時間外労働させていることになる。この「月 80
時間」という水準は、厚生労働省が、労働者に発症した脳・心臓疾患を労災として認定する
際の基準と同じであり、それだけ健康障害のリスクが高い。 
 長時間労働は、①仕事時間の増加、②仕事以外の時間の減少、をもたらす。仕事時間の増
加は仕事負荷を増加させ、仕事以外の時間の減少は、余暇や睡眠に充てる時間が減少するこ
とを意味し、気分転換の機会や疲労回復時間を減少させる。これら２つの変化は仕事負荷/
疲労回復時間の組み合わせ（バランス）を仕事負荷側に傾かせ、健康問題を引き起こす。こ
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のように長時間労働は、仕事負荷の増加と疲労回復時間の減少という２つの面から作用す
るために健康への影響が強いと考えられる（岩崎, 2008）。また、長時間労働が労働者の精
神状態に悪影響を及ぼすことも指摘されている（Kuroda and Yamamoto, 2016）。 このよう
に、長時間労働は企業の経営資源である「人」を健康障害のリスクにさらし、企業経営に悪
影響を与える。 
 労働時間が長くなる要因として、労働政策研究・研修機構（2005）によれば、「そもそも
所定労働時間内では片づかない仕事量だから」59.6%と最も多く、次いで「自分の仕事をき
ちんと仕上げたいから」41.5%、「仕事の性格上、所定外でないとできない仕事があるから」
35.7%、「最近の人員削減により、人手不足だから」27.1%、「取引先との関係で、納期を間に
合わせないといけないから」22.7%などであった。一方で、「平成 29 年版労働経済白書」の
「長時間労働者が考える仕事の効率化に必要なもの」は、「組織間・従業員間の業務配分の
ムラをなくす」が 53.7%と最も多く、次いで「人員数を増やす（業務量を減らす）」47.8%、
「仕事中心の職場風土や社会慣行を見直す」32.9%、「有給休暇を取得させる下限を設定する」
29.2%、「残業させない上司が評価されるような仕組みを導入する」25.7%となっている。 
 
 
第 3 章 先行研究の検討と仮説の設定 
 第２章では、日本の職場における労働時間の状況を確認した。本研究では、職場の特性が
ソーシャル・キャピタルを媒介し、労働時間に負の影響を与えるという仮説のもとに研究を
進める。第３章では、それぞれの変数、すなわち①長時間労働、②職場の特性、③ソーシャ
ル・キャピタルについて先行研究の検討を行う。 
 
3-1 長時間労働 
 長時間労働の要因として、いやなものを後回し行動しやすい人は、仕事も後回し行動する
可能性が高く、長時間労働になりやすいことが指摘されている（大竹・奥平, 2008）。また、
大竹・奥平（2008）では、上司がワーカホリック（仕事中毒）になった場合の、部下への影
響も指摘している。部下が長時間労働を望んでもいないのに、上司がワーカホリックのため
に残業させられ帰宅できないという、負の外部性が生じている状態である。鶴（2010）は、
長時間労働の原因が非常に多様であるとし、金銭インセンティブや出世願望などが影響し
ている「自発的長時間労働」と、労働市場における買い手独占、職務の不明確さや企業内コ
ーディネーション（いわゆる「根回し」のような行動）による負担、雇用調整のためのバッ
ファーの確保などの企業側の論理を反映した「非自発的長時間労働」とに分けて考える必要
があるとしている。山本（2016）は長時間労働の要因を、労働の固定費（採用費用、解雇費
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用、人的投資（教育訓練）費用など）の大きさ、人的資源管理の非効率性、労働者の交渉力
を低める労働市場構造による労働需要（企業側の要因）と、消費（労働）重視の選好、労働
供給弾性値の小ささ、心理・性格特性、ピア効果（負の外部性）、昇進競争（ラットレース）
による労働供給（労働者側の要因）の２つの視点から整理している。労働の固定費について
は、それが大きいが故に、雇用者数を抑えて労働時間を長くすることが企業にとっては合理
的であるといえる。雇用者数を変動させないため、好況時には企業は残業で乗り切ろうとす
るが、これは「残業の糊代説」と言われる。人的資源管理の非効率性では、①残業や休日出
勤が評価される、②仕事内容が明確化されていない、③企業内での調整コスト（根回しの人
数）が大きいなどが挙げられている。労働の固定費が高い日本の労働市場では、企業特殊ス
キルを身につけた労働者の企業間の移動費用が高いため、企業側に買手独占力が生じて労
働者の交渉力が小さくなり、労働者が労働時間を選択できる余地がなくなるとしている。消
費（労働）重視の選好では、日本では余暇よりも消費を好む選好を持つ人が多かったり、単
に働くことが好きな人が多かったりすることが、長時間労働の要因になっていると解釈で
きるとしている。労働供給弾性値の小ささについては、労働者の賃金率が上昇すれば、短い
労働時間でも多くの所得が稼げるようになる所得効果が生じるため、徐々に余暇を楽しむ
ようになるが、日本の場合、イギリスやドイツと比較して、労働時間への影響は小さかった
としている。心理・性格特性は、大竹・奥平（2008）の先行研究から「後回し行動」を引用
している。また、長時間労働によって生じる健康障害を労働者が過小に見積もってしまう
「自信過剰バイアス」にも言及しており、自信過剰バイアスが大きいとされる外向性が強い
労働者ほど、労働時間が長くなる傾向があるとしている。周囲の影響を受けて働き方を変え
ることを「ピア（同僚）効果」と呼ばれるが、周囲が効率的で無駄がない働き方を見せれば、
日本人でも労働時間を短縮できたとする正の外部性が存在した調査結果を示す一方で、大
竹・奥平（2008）が指摘したように、ワーカホリックの上司が部下に長時間労働を強いる負
の外部性が生じることがある。 
 上記の調査結果および長時間労働に関する先行研究からは、鶴（2010）が指摘するように、
長時間労働の原因は非常に多様であるといえる。仕事量をコントロールすることが、長時間
労働解消の手がかりになりうるが、先行研究が示しているように、労働者個人の行動や上司
と部下の関係性、同僚から受ける効果や仕事の進め方などに焦点を当てることが必要であ
る。そこで本研究では職場における人々の関係性に着目して研究を進める。その理由は、組
織での仕事の大半は分業で行うものであり、職場の中での関係性が個人の労働時間に影響
すると考えるからである。なお、本研究における職場とは、「責任・目標・方針を共有し、
仕事を達成する中で実質的な相互作用を行っている課・部・支店などの集団」(荒木ら 2017)
と定義する。 
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3-2 職場の特性 
 職場における人々の関係性にはどのような議論があるだろうか。本研究では分業に着目
する。分業についてはスミス以来多くの論者が考察を加えている。分業とは、生産工程を多
くの段階に分け、労働者がそれぞれの作業工程を分担して製品を完成することによって生
産性を高める生産方法のことである。スミスの『国富論』に描かれたピン工場の事例が有名
である。スミス（1789）は、分業こそ労働生産性改善の究極の要因とし、また分業の発生を
人間固有の交換性向に求めている。 
 デュルケームは、近代化と分業の関係について議論している（デュルケーム, 1893）。デ
ュルケームは「個人がますます自立的になりつつあるのに、いよいよ密接に社会に依存する
ようになるのは、いったいどうしてであるか。個人は、なぜいよいよ個人的になると同時に
ますます連帯的になりうるのか」という問いを立てている。デュルケームによれば、分業は
生産力と労働者の熟練とを同時に増大させるから、分業は社会の知的および物質的発展の
必要条件である、つまり分業は文明の源泉であるとしている。ただし、それは単に経済発展
をもたらすだけでなく、同時に道徳的でなければならない。「分業のもっとも注目すべき効
果は、分割された諸機能の効率を高めることではなくて、これらの機能を連帯的にするこ
と」、すなわち「社会体を統合し、その統一を確保するところ」にある。そして、分業はす
でに構成された一社会の成員の間でのみ実現されうる。すなわち、分業が発達するためには
諸個人はすでに連帯的であり、またその連帯を感じ取っていなければならないとしている。
分業は経済の分野のみの現象ではなく、政治、行政、司法、さらに科学まで及ぶような広範
な社会現象であり、分業は純然たる経済的な機能にとどまるのではなく、それ固有の社会
的・道徳的秩序を確立することができるというのがデュルケームの見立てである。 
 以上においてアダム・スミスとデュルケームを引用し、分業の優位性を述べてきた。それ
では、分業された職場が組織あるいは個人にとって望ましい結果を得られることにつなが
るかといえば、必ずしもそうではない。現在の日本の職場では「おひとりさま職場」（中村, 
2018）が増殖している。上司が部下に仕事を割り振り、部下がそれを一人で黙々とこなす、
周囲は隣席のメンバーが何をやっているか関知しないというような職場である（中村, 
2018）。派遣労働者や外部委託の活用によって個人の業務もより高度で専門的になってきて
いる。このような職場は、「分業」が成立していると言えそうだが、同時に「個業化」して
いるとも言え、人間関係についてはどこか希薄な感じが否めない。この個業化は、専門的業
務を黙々とこなせるので、仕事が捗るという利点があるが、同時に担当者にしかわからない
業務ができてしまうことにつながる。それが仕事を個人が抱える状態を生み出し、負担が偏
ってしまうことにつながり、労働時間の増加のみならずその負担が多い場合にはストレス
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が高まるという危険性がある。また「個業化」している職場では、職場内におけるノウハウ
の共有や人材育成も行われず、自分の業務のことだけを考えてしまう状態を作り出す。経営
学の分野では、バーナードが「協働」の意義を述べている（Barnard, 1938）。協働は、個人
にとっての制約を克服する手段として存在理由を持つのであり、協働体系は、「少なくとも
ひとつの明確な目的のために、２人以上の人々が協働することによって、特殊な体型関係に
ある物的、生物的、個人的、社会的構成要素の複合体」である（桑田・田尾, 2010）。「２人
以上の人々の協働」という言葉のうちに含まれている体型を「組織」と呼ぶとしている。職
場を「組織」たらしめるのは、この「２人以上の人々の協働」の状態になっていることが重
要であり、この状態が職場にとって望ましい結果をもたらすと考える。 
 では、職場を本当の意味での「組織」にするためにはどのようにすれば良いか。本研究で
は、ソーシャル・キャピタルが形成されていることが職場を「組織」にするために必要であ
ると考える。ソーシャル・キャピタルとは、「他者からの自発的な支援が得られる関係性」
（西村, 2017）と定義することができ、「２人以上の人々の協働」という組織という概念の
根本にある考え方に合致する。そしてソーシャル・キャピタルには、仕事の相互依存性、目
標の相互依存性、職務自律性、集団凝集性が職場のソーシャル・キャピタルの形成に影響を
与えると仮定する。ソーシャル・キャピタルは、「ネットワーク（社会的な繋がり）」「規範」
「信頼」「互酬性」の各要素で形成されており、これらを高めるには、相互依存性、職務自
律性、集団凝集性が有効であると考えるからである。また、目標や仕事が明確になっている
仕事の進め方もソーシャル・キャピタルの形成に影響を与えることが予想される。本研究で
は、目標や仕事が明確になっている仕事の進め方を変数として用いる。 
社会心理学の世界では「相互依存関係」という概念がある。社会的交換理論は、経済学の
原理に基づき、対人関係の相互作用を資源の交換として捉え、人々が報酬を最大にし、コス
トを最小とするように動機づけられていると仮定する。このとき、報酬とは金銭や物資だけ
でなく愛情や情緒的サポートといった心理的なものも含まれる。社会的交換理論は、こうし
た相互依存関係の本質が資源のやり取りにあると捉え、安定した協力関係がどのように維
持されるのかを検討する。この社会交換理論は、Kelley & Thibaut によってさらに精緻化
された(大坊, 2012）。彼らの相互依存性理論は、人々が関係に対して持つ依存性が、その関
係から得られる成果量と、他の関係から得られる成果量の低さによって説明されることを
主張した。関係への依存性とは、自分の幸せがその関係によって影響を受ける程度を意味し
ている。関係への依存性が高いことは、結果的に関係を続けようと思う気持ちと関連すると
考えられている。そして、自己完結するような関係よりも、互いの行動によって得られる成
果が大きい関係ほど、相互依存的な関係であるとしている(大坊, 2012）。他方で、Sherif の
研究は、個別の集団を超えた集団間での協力が、相互依存性の認識によって生じる可能性を
  
 7 
示している。Sherif らは、集団間の葛藤とその解決に関心をもち、3 週間にわたる少年たち
のサマーキャンプを利用した野外実験をおこなった。第 1 段階では 1 週間目の終わり頃に
なって、別のグループが同じようにキャンプにきていることを少年たちに知らせた。少年た
ちは「われわれ意識」を高め、相手集団に対して敵愾心を燃やすようになった。次の段階で
は、隣接するキャンプの集団同士で、綱引きなどの対抗競技を実施した。この結果、集団間
の敵対感情は高まり、相手（外集団メンバー）を罵倒・攻撃するようになった。最終段階で
は、集団間の葛藤を解決することが目指された。一緒に映画をみる、食事をするなど、両集
団を接触させる機会が設けられた。しかし、この試みは失敗に終わり、葛藤が深刻化する結
果を招いた。この状態を解決したのが「上位目標」の設定であった。キャンプに必須の飲料
タンクを修理する、ぬかるみにはまった食料を積んだトラックを引っ張りだすなど、2 つの
集団が協力しあうことで問題を解決した経験が、葛藤の低減につながった（齊藤, 1987）。
この「上位目標」の設定が集団間のまとまりや成果につながった事例だと言える。 
相互依存的な関係を職場単位で捉えたのが、仕事の相互依存性と目標の相互依存性であ
る。仕事の相互依存性とは、「集団のメンバーが与えられた仕事を有効にこなすために互い
に依存しあう程度」と定義される（Kiggundu, 1981）。仕事の相互依存性を測定という観点
で見ると、幅（scope）、資源（resource）、重要性（criticality）の３つに分けることがで
きる。目標の相互依存性は、「共有された集団の目標やフィードバックが課せられている程
度」と定義される（Van Der Vegt et al , 2001）。共有された集団の目標とは、集団のすべ
てのメンバーが達成すべき量的および質的パフォーマンスを指す。本研究では仕事の相互
依存性および目標の相互依存性を「相互依存性」変数として用いる。この相互依存性は日本
企業の雇用システムに相性が良いと考える。日本企業の雇用システムは「メンバーシップ
型」と称される（川口, 2017）。「メンバーシップ型」雇用システムは、組織の長期的な構成
人員として雇用者を処遇するシステムであり、職務範囲が曖昧である。一方で、欧米では
「ジョブ型」雇用システムがとられており、担当する仕事によって短期的な処遇が決まる。
「ジョブ型」雇用システムでは、雇用契約時に「職務記述書」という書類によって、一人ひ
とり明確に仕事の範囲が規定される。「メンバーシップ型」雇用システムの利点としては、
職務範囲が曖昧であるため、従業員の配置や職務内容を柔軟に変化させることができる。例
えば、業績悪化で仕事がなくなっても、他の部署に配転するなどの対応が可能になる。一方
で、職務の範囲が曖昧である分、仕事量が過大になってしまう懸念がある。日本の多くの職
場では、職場単位で仕事を抱え、それを各人に割り振る方法が取られていると考えられ、仕
事の相互依存性、目標の相互依存性が高まる土壌がある。これらはいずれも職場における関
わりあいの強さを確かめる変数として用いる。鈴木（2013）は、「関わりあう職場が支援と
勤勉と創意工夫を職場のメンバーに促す」と主張している。つまり職場においてメンバー相
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互の関わり合いを高めるようなマネジメント、たとえば相互依存的に個々の仕事を設計す
ることや個人の目標よりも職場の目標を強調すること、によって職場のメンバーはお互い
助けあい、やるべきことをきっちりこなし、自律的に仕事を創意工夫していくとしている。 
職務自律性は、職務特性理論における職務特性の１次元として取り上げられ、仕事におい
て自律的に行動できる程度を示す概念である。自律とは「仕事のスケジューリングやそれを
実行する際に使用される手続きの決定において、仕事が個人に実質的な自由、独立、裁量を
提供する度合い」である（Hackman & Oldham , 1976)。職務の自律性とは、「自分のやり方
で仕事を進めることができたり、自分で仕事の計画やスケジュールを立てたりすることが
できる状態」を指す（鈴木, 2013）。自律性は Hackman と Oldham によって理論化された職務
特性モデルで用いられている。職務特性モデルでは、技能多様性、タスク完結性、タスク重
要性が職務に備わっている場合、従業員はその仕事に価値を見出し、重要でやりがいのある
仕事であるとみなす。また、自律性を持たせた職務では、担当者は仕事の結果に対して個人
的な責任を感じるようになり、職務に関してフィードバックが与えられる場合は、自分の仕
事がどの程度効果を上げているかを知ることができるというものである。これを動機づけ
の観点からみると、個人が関心を持っている仕事（有意義感の経験）において、自分が行っ
た（責任感の経験）仕事がうまくいったことを知ったとき（結果に対する知識）、その個人
は内的報酬を受け取ることになる。こうした三つの心理状態が多く存在するほど、従業員の
モチベーション、業績、満足感が高まり、常習欠勤や離職の可能性が低下する。Langfred
（2005）は、チームのパフォーマンスは個人とチームの自律性の組み合わせに依存すること
が実証されたと指摘している。この指摘は、個人とチームの自律性の最適な組み合わせは、
チーム内のタスクの相互依存性のレベルに依存することを示唆する(Langfred, 2005)。 
「相互依存」と「自律性」という一見相反する関係にあるように捉えられるが必ずしもそ
うとは限らない。なぜなら、職場では上司からある程度の指示・命令がなされていると考え
られるが、それを受けて求められる水準の成果を出すのは個々の労働者であり、その過程で
労働者の創意工夫や自律した行動が許容される。「箸の上げ下ろし」まで上司がいちいち口
を出すことは通常考えられない。また、職務が自律的であるほど他者に対する支援や連携が
起こりやすいと考えられる。なぜなら、職務が自律的でなければ自発的な行動や役割外の行
動を取りづらいからである。よって職務の自律性が仕事の相互依存性、目標の相互依存性を
高める効果があると考える。 
相互依存性、職務自律性による職場の特性は、ソーシャル・キャピタル形成に正の影響を
与えることが予想される。相互依存とは、お互いに影響があり、頼りにしている状態である
が、信頼関係がなければ成立しないであろう。また、職務が自律的であることによって、役
割外の行動、ひいては他者に対する支援や連携が取りやすくなる。他者に対する支援や連携
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が取りやすくなる状態は、視点を変えれば職場の仲間から支援を引き出せる状態であると
いえる。そして「相互依存性」と「自律性」は補完する関係であると考えられる。以上によ
り仮説 1-1 および仮説 1-2 を導出する。 
 
仮説 1-1 
相互依存性は、ソーシャル・キャピタルの形成に正の影響を与える。 
 
仮説 1-2 
職務の自律性は、ソーシャル・キャピタルの形成に正の影響を与える。 
 
 本研究では、相互依存性、職務自律性の他、集団凝集性と仕事の進め方を独立変数として
用いる。集団凝集性とは、職場や組織のメンバー同士の団結力や一体感を意味するものであ
り、職場での「まとまり」を形成するには必要不可欠である。ソーシャル・キャピタルは信
頼や互酬性が下位概念に存在するが、「まとまり」が信頼や互酬性に影響を与えると考える。
また、仕事の進め方については、役割が曖昧であったり、複数の役割の間にコンフリクト
（対立）がある状況であったり、役割そのものが過剰であったりする状況はメンバーの情緒
的コミットメントを低くしてしまうことが示されている（開本, 2014）。仕事や目標が明確
になっていればソーシャル・キャピタルの形成に影響を与える可能性があることから、独立
変数として用いる。以上により仮説 1-3 および仮説 1-4 を導出する。 
 
仮説 1-3 
集団凝集性は、ソーシャル・キャピタルの形成に正の影響を与える。 
 
仮説 1-4 
仕事の進め方は、ソーシャル・キャピタルの形成に正の影響を与える。 
 
3-3 ソーシャル・キャピタル 
 本研究の鍵概念はソーシャル・キャピタル（Social Capital）である。ソーシャル・キャ
ピタルが醸成されている職場では、分業が進んでいる職場においても、他者からの自発的な
支援が得られる関係性が構築できると考える。 
 Burt は、１人のプレイヤーは競争の場に経済的資本、人的資本、ソーシャル・キャピタ
ルを持ち込むとしている（Burt, 1992）。経済的資本は、手元資金、銀行預金、償還期限の
くる投資、クレジットである。人的資本は魅力、健康、知性、外見などの特性に加えて、教
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育や仕事の経験から得た技術や知識が仕事をうまく行う能力を与える。ソーシャル・キャピ
タルは他のプレイヤーとの関係である。経済的資本、人的資本を使う機会を与えてくれる友
人、同僚、一般的なコンタクトを持っている。ソーシャル・キャピタルは他の資本と異なる
特徴を持つ。第一に、集団によって所有されているものである。ソーシャル・キャピタルを
独占的に所有するプレイヤーは存在しない。第二に、ソーシャル・キャピタルは同僚、友人、
顧客との関係を通じて、経済的、人的資本を利益に変える機会がもたらされる。ちなみに
「資本」（Capital）について Smith（1776）は、個人の資材も社会の蓄財も、直接消費にあ
てられ利潤を生じない部分と、収入をもたらすことが期待される部分の二つにわけられ、後
者が資本であると説明した。資本とは収入を生み出す資源であるとしている。Lin（2001）
は、ソーシャル・キャピタル理論の背後にある前提を、「市場の場で見返りを期待して社会
関係に投資すること」と指摘している。ソーシャル・キャピタルは「見返り」を期待した「他
のプレイヤーとの関係」と捉えることができる。 
 ソーシャル・キャピタルは、「ネットワーク（社会的な繋がり）」「規範」「信頼」「互酬性」
といった社会組織の特徴で、共通の目的に向かって協調行動を導くものとされる（内閣府, 
2003）。ソーシャル・キャピタルとは、人と人のきずなや信頼、互酬性の規範といった非物
質的なものであり、ソーシャル・キャピタルを活用することで個人が何らかの得をするとい
うだけでなく、ソーシャル・キャピタルが涵養されている社会では、私たちの直面する社会
的ジレンマの解決、さらには民主主義や経済の発展がもたらされると考えられている（宮田, 
2005）。ソーシャル・キャピタルは持続可能なコミュニティの構築や地域発展のツール、コ
ミュニティを結束させる潤滑油、地域の特性を捉えるレンズと捉えられている。ソーシャ
ル・キャピタルの概念を包含した施策の対象は、個人、地域、国家のあらゆるレベルであり、
またその裾野は非常に幅広い。ボランティアや NPO の活動促進から、芸術・文化・スポーツ
への参加、ジェンダー、環境、紛争解決、地域開発、犯罪対策、教育などの多様な政策立案
の支柱的存在になっている（内閣府, 2005）。現在、社会学者、政治学者、経済学者、組織
理論家が、ソーシャル・キャピタルという概念を呼び起こしており、自らの分野で直面して
いる広範囲の問題に対する答えを求めている（Adler & Kwon, 2002）。ソーシャル・キャピ
タルは、様々な分野で使われる概念ではあるが、その分定義は多岐にわたり、研究者の合意
を得ていない（中原, 2010）。以下では、先行研究を俯瞰した上で、ソーシャル・キャピタ
ルの特徴を検討する。 
 ソーシャル・キャピタルという概念を最初に取り上げたのは、Hanifan が 1916 年に発表
した論文である（Hanifan, 1916）。Hanifan はソーシャル・キャピタルを「善意、仲間、相
互の共感、集団内の社会的交流」と定義し、学校を成功に導くためにはコミュニティの関与
が重要であることを強調した。隣人との繋がりがなければ、社会的に支援されることはあり
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えず、人々が繋がりを持つことが「農村コミュニティ」の建設・発展にとっていかに重要で
あるかを主張し、隣人との付合いがあれば、ソーシャル・キャピタルが蓄積されると説明し
た。その考え方は、「人々の日常生活に欠かせず感知されるもの、すなわち、社会単位を構
成する個人や家族間の仲間意識、善意、共感、社会的交流が、その社会単位全体の生活状態
の改善にとって重要であり、それらの蓄積したものがソーシャル・キャピタルである」と述
べ、今日におけるソーシャル・キャピタルの基本的な関係になっていると言われている。ソ
ーシャル・キャピタルの概念が注目されるようになったのは、ブルデューが取り上げて以降
のことである。Bourdieu(1986)は、ソーシャル・キャピタルを「相互に面識があり認知しあ
う制度化された関係からなる持続的なネットワークを保有すること結びついた現実的もし
くは潜在的な資源の総体」であるとした。個人の保有する文化資本や経済資本が高いほどソ
ーシャル・キャピタルが増大するし、ソーシャル・キャピタルが豊かであるほど文化資本や
経済資本も高められるという。高いソーシャル・キャピタルを保持する家庭に生まれた個人
は、より有利な教育を受け、より有利な職業につく可能性が高まり、ゆえに高い文化資本と
経済資本を手にすることになる。（宮田, 2005 ; 中原, 2010）。中原（2010）は、ブルデュ
ーの定義を「人脈に近い概念」であるとし、「人脈としてのソーシャル・キャピタル論」は、
その後、様々な社会科学者の議論を経て、現在ではかなり定義が拡張されているとしてい
る。そして、今や様々な人文社会科学の分野において応用される概念になった。 
 社会学では Coleman が、高校生に関するデータを分析し、親と子の閉鎖的なネットワーク
が形成された学校では生徒の中途退学率が低いことに依拠して自らのネットワーク閉鎖論
を論証しようとした。Coleman はソーシャル・キャピタルを個人に協調行動を起こさせる社
会の構造や制度とし、合理的な個人が協調行動を起こすメカニズムを、恩義と期待、情報チ
ャネル、社会規範で説明した（Coleman, 1988）。 
 政治学では Putnam がソーシャル・キャピタルを用いてイタリアの地方政府の制度パフォ
ーマンスを説明した（Putnam, 1993）。Putnam は、ソーシャル・キャピタルとは、「信頼」
「規範」「ネットワーク」といった社会制度の特徴であり、人々の行動を促すことにより、
社会の効率を高めるものとした。また Putnam は「孤独なボウリング」という著書において、
アメリカにおけるソーシャル・キャピタルの減衰状況を州ベースのデータを用いて実証分
析した（Putnam, 2000）。 
 経営学では、Belliveau, O'Reilly & Wade (1996)が、ソーシャル・キャピタルが CEO（最
高経営責任者）の報酬の配分に影響を及ぼすメカニズムとして機能することを示唆してい
る。Boxman  & Flap(1991)は、オランダにおけるマネージャーの所得についてソーシャル・
キャピタルと人的資本（ここでは教育や経験を指す）との相互作用について論じている。オ
ランダのマネージャーは、非公式の関係を通じて頻繁に仕事を見つけるだけでなく、より多
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くのソーシャル・キャピタルを活用すれば、より頻繁に仕事を見つけることができる。一般
に、所得にはソーシャル・キャピタルの直接的な効果がかなり大きい。さらに、人的資本は
ソーシャル・キャピタルを生むが、この「生産性」はあまり強くない。所得達成過程では、
人的資本とソーシャル・キャピタルは相互作用するが、ソーシャル・キャピタルが大量に備
わっていれば人的資本の効果は減少するとしている。一方で Medina , Cabrales & 
Cabrera(2011)は、スペイン企業の R＆D 部門において HRM とソーシャル・キャピタル、人的
資本が革新的なパフォーマンスへの効果を分析した。企業の革新性に直接的かつ正の効果
をもたらすのは、人的資本の独自性であるとした。人的資本は、潜在能力と対人関係能力の
学習に基づくエンパワーメントや従業員の選択といったソーシャル・キャピタルや HRM の
実践を通じて強化されている。ソーシャル・キャピタルは、それ自体がイノベーションに直
接的な影響を及ぼさないが、間接的には人的資本を通じて効果を及ぼしている。この意味
で、ソーシャル・キャピタルは、直接的ではなく独自の人的資本へのプラスの効果を通じて、
イノベーションのパフォーマンスの向上に寄与する。ソーシャル・キャピタルは、意思決定
プロセスに関与するだけでなく、潜在的な能力と対人関係のスキルを持つ個人の選択によ
って強化することができるとしている。Leana & Buren(1999)は、雇用慣行が企業内のソー
シャル・キャピタルの水準に強く影響し、関係、規範、役割が組織の社会資本にどのような
影響を与えるかを説明している。また、組織のソーシャル・キャピタルの潜在的な利益とコ
ストについても説明し、組織のソーシャル・キャピタルと業績との関係を指摘している。中
原（2010）では、組織におけるソーシャル・キャピタルと業務経験談を通した個人の業務能
力向上の関係について検討している。検討の結果、①成功経験談も失敗経験談も、「業務能
力」の向上に資すること、②組織レベルの信頼が成功経験談と失敗経験談の業務能力向上に
対する効果を押し上げると指摘している。また、若手マネジャーが職場内で信頼を確保する
には、メンバーの声を熱心に聞いたり、情報の共有を促すなどの取り組みが必要であること
を明らかにした。 
信頼やつきあいといったソーシャル・キャピタルと呼ばれる資本を蓄積している社会や
地域、組織、集団に所蔵するメンバーあるいは個人は、その資本を蓄積していない社会や地
域、組織、集団に所属するメンバーあるいは個人よりも多くの便益を得ることができるとい
うことである（鈴木, 2013）。Lin（2001）は、「ソーシャル・キャピタルとは、市場におい
て期待されるリターンを見越しての「社会関係への」資源の投資である」としている。
Coleman は「ソーシャル・キャピタルは、その機能によって定義される。その実在形態は単
一ではなく、さまざまに異なるが、それらに共通す要素が二つある。ひとつは、すべてのソ
ーシャル・キャピタルは、社会構造という側面を備えているという点である。もうひとつは、
その構造内の個人の何らかの行為を促進するという点である。他の資本形態と同じように、
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ソーシャル・キャピタルは生産的なものであり、それなしでは不可能な一定の目的の達成を
可能にする」と述べている（Coleman, 1988）。Coleman はソーシャル・キャピタルの基礎と
なる社会構造を、凝集的な集団における「ネットワーク閉鎖性」に見出している。一方で
Burt は「人々あるいは集団は、一定の他者や集団とつながりを持ち、そのうちの誰かを信
頼したり、助け合う義務があると考えたり、一定の他者との交換関係に依存して生活してい
る。このような交換構造のなかにひとつの位置をしめていることが、それ自体ひとつの資産
であると言える。このような資産こそがまさしくソーシャル・キャピタルである」と述べて
いる（Burt, 2001）。Burt は「構造的隙間」がソーシャル・キャピタル形成に重要なものと
みなしている。「構造的隙間」とは、「人と人との間の情報の流れを仲介できる機会であり、
隙間の両側に位置する人々を結びつけようとするプロジェクトを制御できる機会」である
（Burt, 2001）。Burt は、Coleman の「ネットワーク閉鎖性」論と自身の「構造的隙間」論
を比較し、その統合を試みている。Burt は「凝集的な集団の業績の良し悪しは、構成メン
バーのネットワークが閉鎖的かどうかではなく、構造的隙間を豊富に含んでいるかどうか
によって違ってくるのだが、それはそもそもどの集団も閉鎖性が高いからである」とし、構
造的隙間がソーシャル・キャピタルの恩恵をもたらす前提として、集団の凝集性／閉鎖性が
重要だったとしている（Burt, 2001）。 
ソーシャル・キャピタルの応用分野として、西口・辻田の「コミュニティー・キャピタル」
がある。西口・辻田（2017）は、境界とメンバーシップが明確なコミュニティーの営為を分
析する概念としては、多義的なソーシャル・キャピタルでは不十分であるとして「コミュニ
ティー・キャピタル」を提唱している。コミュニティー・キャピタルは、知識・学歴・技能
といった特定の個人に属する「ヒューマン・キャピタル」でも、ミクロレベルの個人ネット
ワークを扱う狭義の「ソーシャル・キャピタル」でも、社会全般に行き渡る社会規範や国民
文化に基づく広義の「ソーシャル・キャピタル」でもない、それらのミクロ対マクロの中間
概念として、特定のメンバーシップによって明確な境界が定まり、その成員間でのみ共有さ
れ利用されうる関係資本こそが、コミュニティー・キャピタルであるとしている（西田・辻
田, 2017）。西田・辻田は、コミュニティー・キャピタルにおける中範囲の概念は、企業グ
ループや、特異な言語（方言）・風習・アイデンティティーなどに基づくコミュニティー間
の経済格差やパフォーマンスの違いを比較、検証する際、分析の目が粗すぎる従来の汎社会
的なアプローチでは補則できなかった研究領域と対象を十全にカバーする高い有用性をも
つと主張している。 
ソーシャル・キャピタルの形成は社会にとって有益であると言えそうだが、利点ばかりで
はない。Putnam（2000）は、ネットワークと、それに付随する互酬性規範は、ネットワーク
の内部にいる人々にとっては一般に有益であるが、ソーシャル・キャピタルの外部効果は常
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にプラスというわけでは全くないと指摘している。密なネットワークが内輪主義やえこひ
いきとも関連し、必ずしも良い効果をもたらさないことがある。Portes(1998)は、①外部者
の排除、②個人の自由の制限、③集団成員の過度④下方平準規範（集団外部のマジョリティ
への反発・敵対によって集団内の連携が強化される場合に、「上昇」志向により集団から抜
け出そうとする成員を押しとどめる「下方」志向の規範が存在すること）などをソーシャ
ル・キャピタルの負の側面として指摘している。また西口・辻田（2017）は、債務不履行に
なった温州人の起業家が相次いで自殺した事例を取り上げ、凝集性の負の側面を指摘して
いる。「相手の信頼に応え」、「面子をつぶさない」という温州人なら誰もが了解する社会規
範に逆らう裏切り行為が一度でも発生すると、許し難いルール違反と見なされ、その深刻さ
に応じてオストラシズム（陶片追放）が発動され、慣れ親しんできた社会ネットワークから
手加減なく排除されるという。 
ここまで、ソーシャル・キャピタルの基本概念、理論的背景、応用分野等を俯瞰してきた
が、職場におけるソーシャル・キャピタルについて、ソーシャル・キャピタルの分類、どの
ような資本（財）と捉えるか、そして下位概念をさらに考察する。 
最初にソーシャル・キャピタルの分類である。ソーシャル・キャピタルには、その性格、
特質からいくつかのタイプがあり、最も基本的な分類として、結合型（bonding）と橋渡し
型（bridging）というものがある（内閣府, 2003）。結合型ソーシャル・キャピタルは、組
織の内部における人と人との同質的な結びつきで、内部で信頼・協力・結束を生むものであ
る。特定の互酬性を安定させ、連帯を動かしていくのに都合がよいとされる。例えば、家族
内や民族グループ内のメンバー間の関係がこれにあたる。橋渡し型ソーシャル・キャピタル
は、異なる組織間における異質な人や組織を結びつけるネットワークである。外部資源との
連繋や、情報伝播において優れている。例えば組織を超えた関係であるとか、知人、友人な
どとのつながりである。結合型ソーシャル・キャピタルは社会学的な強力接着剤であるな
ら、橋渡し型ソーシャル・キャピタルは社会学的な潤滑剤である（Putnam, 2000）。 
続いて、ソーシャル・キャピタルをどのような資本（財）として捉えるかである。ソーシ
ャル・キャピタルは、公共財としての側面を強調する研究と私的財としての側面を強調する
研究がある。公共財としての側面を強調する研究は、ソーシャル・キャピタルを蓄積してい
ることで、そこに所属するメンバーが様々な便益を得ることを明らかにしたうえで、社会や
地域においてソーシャル・キャピタルを蓄積するような試みの重要性を指摘する。一方で私
的財としての側面を強調する研究は、個人レベルであれ組織レベルであれ、社会的なネット
ワークを構築することによって、構築した主体自身にさまざまな便益があると考える（鈴木, 
2013）。前述した Coleman（1988）は公共財としての立場、Burt は、彼自身の「構造的隙間」
論は私的財としての立場ではあるが、Burt（2001）において「構造的隙間」論と Coleman（1988）
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の「ネットワーク閉鎖性」論との統合を試みている点をみると、公共財と私的財の折衷型と
言える。一方で Putnam、ソーシャル・キャピタルは、同時に「私的財」でありまた「公共
財」でもあり得ると指摘している。ソーシャル・キャピタルへの投資から得られる利益の幾
分かは傍観者の手にわたるが、一方で、投資者に対して直接跳ね返ってくる見返りもある。
例えば、ロータリーやライオンズといった奉仕クラブは、地域のエネルギーを動員して奨学
金や疾病対策のための募金を集めているが、それと同時に、会員に対して親交とビジネス上
のつながりを提供して個人的に報いてもいるのである（Putnam, 2000）。ソーシャル・キャ
ピタルを「公共財」、「私的財」、あるいは両方の側面で捉えるという見方が混在しており、
分析対象とするケースにより見方が変わるということであろう。 
ソーシャル・キャピタルには、「信頼」と「互酬性」という下位概念がある。信頼とは「相
手が利己的にふるまえば自分がひどい目にあってしまう状況で、相手が利己的にふるまう
ことはないだろうと期待すること」という定義がある（山岸, 1998）。この定義では自然的
秩序に対する期待ははずされており、人の行動に対する期待に限定されている。さらに信頼
には世間一般の他者に対する一般的信頼と、特定の状況や場に存在する他者に対する特定
的信頼がある（Putnam, 2000）。互酬性には一般的互酬性と特定的互酬性がある。一般的互
酬性とは、「あなたからの何か特定の見返りを期待せずに、これをしてあげる。きっと、誰
か他の人が途中で私に何かしてくれると確信があるから」というものである。特定的互酬性
は「あなたがそれをやってくれたら、私もこれをやってあげる」というものである（Putnam, 
2000）。この特定的互酬性は、冒頭で引用したヒュームに通じる。一般的信頼と一般的互酬
性の規範は、橋渡し型ソーシャル・キャピタルの構成要素であり、特定的信頼と特定的互酬
性は結合型ソーシャル・キャピタルの構成要素である。両者は必ずどちらかに分類されるも
のではなく、相対的にどちらの性格が強いかで分類できる。 
職場は、組織の内部における人と人との同質的な結びつきで、内部で信頼・協力・結束を
生むものであると考えられるから、職場におけるソーシャル・キャピタルは、特定的信頼と
特定的互酬性による、結合型（bonding）ソーシャル・キャピタルの性格が強いと言えるだ
ろう。また、本研究では、Putnam の「公共財」でありまた「私的財」でもあり得るという立
場をとる。なぜなら、職場において自らの地位や処遇を高めるためには、自らが職場に対し
て高い貢献を示す必要がある。一方で、他のメンバーの働きが、自らに恩恵をもたらす場合
がある。「それほど働かなくても給料は貰える」はその典型であろう。 
以上において先行研究を俯瞰したが、本研究ではソーシャル・キャピタルの定義を西村
（2017）の「他者からの自発的な支援が得られる関係性」とする。結合型（bonding）ソー
シャル・キャピタルを構成する「特定的信頼」は、特定の状況や場に存在する他者に対する
信頼であり、もう一方の「特定的互酬性」は「あなたがそれをやってくれたら、私もこれを
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やってあげる」というものであるから、このような関係性が築けているのであれば、職場の
中で「他者からの自発的な支援」が得られると考えるからである。そして「信頼・互酬性」
は、信頼感および互酬性の規範が生まれている状態を表す因子であり、「資源動員」は、職
場の仲間から支援を引き出し、時としてその関係性を利用するという自らが仕事を進める
うえで有利に仕事を進めることに関する因子であると捉える（西村, 2017）。ソーシャル・
キャピタルは、社会構造を何かの原因となる説明変数と捉えることができる。なぜなら、Lin
が述べているように社会資本理論の前提にあるのは「市場の場で見返りを期待して社会関
係に投資すること」であり、投資をするからには当然ながらリターンを期待するからであ
る。 
本研究では、労働時間を従属変数とする。ソーシャル・キャピタルが形成されている職場
では、「他者からの自発的な支援が得られる関係性」が構築されているため、互いに信頼し
協力しあうと考え、労働時間に対して負の効果を与えると仮定し、以下の仮説を導出する。
なお、本研究では「普段の労働時間」と「直近１年間の繁忙期の労働時間（以下、「繁忙期
の労働時間とする」を従属変数として用いる。２つの労働時間を用いるのは、どのような職
場でも、いわゆる「書き入れ時」と言われるような「繁忙期」があり、普段の労働時間と繁
忙期の労働時間の差異を確認するためである。 
 
仮説 2−1 
ソーシャル・キャピタルは、普段の労働時間に負の影響を与える。 
 
仮説 2−2 
ソーシャル・キャピタルは、繁忙期の労働時間に負の影響を与える。 
 
 ここまで、①相互依存性、職務自律性、集団凝集性、仕事の進め方は（以下、「職場の特
性」）が、ソーシャル・キャピタルに正の影響を与え（職場の特性→ソーシャル・キャピタ
ル）、②ソーシャル・キャピタルは、普段の労働時間および繁忙期の労働時間に負の影響を
与える（ソーシャル・キャピタル→労働時間）という仮説を導出した。そして、「職場の特
性→労働時間」という関係の中で、ソーシャル・キャピタルが重要な役割を果たしているの
であれば、③労働時間に対する職場の特性の効果が小さくなるはずである。本研究では、職
場の特性を独立変数、２つの労働時間を従属変数、ソーシャル・キャピタルを媒介変数とし
て以下の仮説を導出する。 
 
仮説 3-1−1 
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相互依存性は、ソーシャル・キャピタルを媒介して普段の労働時間に負の影響を与える。 
 
仮説 3-1−2 
相互依存性は、ソーシャル・キャピタルを媒介して繁忙期の労働時間に負の影響を与える。 
 
仮説 3-2-1 
職務自律性は、ソーシャル・キャピタルを媒介して普段の労働時間に負の影響を与える。 
 
仮説 3-2-2 
職務自律性は、ソーシャル・キャピタルを媒介して繁忙期の労働時間に負の影響を与える。 
 
仮説 3-3-1 
集団凝集性は、ソーシャル・キャピタルを媒介して普段の労働時間に負の影響を与える。 
 
仮説 3-3-2 
集団凝集性は、ソーシャル・キャピタルを媒介して繁忙期の労働時間に負の影響を与える。 
 
仮説 3-4-1 
仕事の進め方は、ソーシャル・キャピタルを媒介して普段の労働時間に負の影響を与える。 
 
仮説 3-4-2 
仕事の進め方は、ソーシャル・キャピタルを媒介して繁忙期の労働時間に負の影響を与え
る。 
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第 4 章 質問項目 
 第 3 章では、導出された仮説を検証するために実施する質問紙調査について、質問項目や
測定尺度、分析の方法等の概要を示す。質問項目の概要は以下の通りである。 
 
4-1 調査対象者および調査の手続き 
本研究では、インターネット調査会社マクロミルを通じて WEB 上で質問紙調査を実施し
た。調査対象者は、民間企業に勤める 26 歳以上 60 歳以下の正社員で、同じ会社に勤続 3 年
以上勤めている者とし、計 309 名から回答が得られた。回答者は男性 197 名（63.8％）、女
性 112 名（36.2％）で、平均年齢は 43.2 歳（標準偏差 9.66）である。全体の 82.2％（254
名）が非管理職であり、業種は製造業が 25.6％（79名）と最も多く、次いで医療・福祉が
16.2％（50 名）が多かった。調査実施期間は、2018年 10 月 3 日（水）～2018年 10月 4 日
（木）であった。平均的な回答者は 40 代の男性で、製造業で働く非管理職である。 
 
4-2 尺度 
変数として、職場の特性、ソーシャル・キャピタル、1 週間の労働時間が設定され、それ
ぞれを測るための質問項目が用意された。また、職場の特性、ソーシャル・キャピタル、1
週間の労働時間に影響を与える変数として、勤めている会社の従業員規模、勤続年数、年収、
雇用形態、役職、現在の職場の人数、現在の職場における在職期間、職場の男女比、職場に
おける正社員と非正社員の割合、労働時間について労働基準法の規制を受けるか否か、性格
図 3-1：本研究の分析モデル図 
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特性、勤務時間の記録状況を質問項目として用意した。なお、本研究における職場とは、「責
任・目標・方針を共有し、仕事を達成する中で実質的な相互作用を行っている課・部・支店
などの集団」(荒木・正木・松下・伊達、2017)と定義し、回答者にも提示して回答させてい
る。 
 
4-3 従属変数：1 週間の労働時間 
従属変数は、直近１年間における１週間の労働時間とし、「普段の労働時間」、「直近 1 年
間における繁忙期の労働時間」をそれぞれ質問した。労働時間には、時間外・休日労働を含
め、休憩時間や遅刻・早退時間、有給休暇の時間は除くことを回答者に提示し、回答させた。
１週間の労働時間を回答させたのは、緊急で対応しなければならない場合など突発的な現
象の影響を除くためである。なお、事業場外労働または裁量労働に関するみなし労働時間制
が適用されている人は、実際の労働時間数を回答するよう回答者に提示した。回答の選択肢
は、「15 時間未満」を最小単位とし、「15 時間以上 30時間未満」「30 時間以上 35 時間未満」
と 15 時間単位で選択肢を設け、最も多い単位を「80時間以上」とした。 
 
4-4 独立変数：職場の特性 
 独立変数は「職場の特性」とし、「相互依存性」、「職務自律性」、「集団凝集性」、「仕事の
進め方」の変数から質問項目を形成した。「相互依存性」は、森永・服部・麓・鈴木（2012)
から「私の仕事がうまくいかないと、職場のメンバーの仕事もうまくいかなくなる」、「私の
仕事は、職場のメンバーの進捗にたえず気を配らなければならない」、「仕事を進めていくう
えで、職場のメンバーにたえず相談しなければならない」の 3 項目と、鈴木（2013）から
「私の職場では、職場の成果に関する責任を共同で負っている」、森永・服部・麓・鈴木（2012)
から「私の職場では、職場の役割を定期的に知らされている」を使用し、計 5 項目とした。
「職務の自律性」は、鈴木（2013）から「私は、仕事の進め方やスケジュールを自分で決め
ることができる」、「私は、仕事を実行するにあたって、自分なりの工夫をしたり、意思決定
をする余地がある」の 2 項目、田尾 (1978)から「上司の指示がなくても、私の判断で仕事
をすすめることができる」、「私は自分の立てたプランやスケジュールどおりに仕事をすす
めることができる」など 6 項目、計 8 項目を使用した。「集団凝集性」は、鈴木（2013）か
ら「私の職場では、率直な話し合いや意見交換が行われている」、「私の職場では、メンバー
に心配事や悩み事を何でも相談できる」、「私の職場では、上司と部下が自由に話し合える風
通しの良さがある」の 3 項目を使用した。「仕事の進め方」は、山本・黒田（2014）から「担
当業務は明確化されている」、「業務量や重要な業務が特定の人物に偏らないように配慮さ
れている」などの 2 項目、鈴木（2013）から「私の職場では、職場として達成すべき明確な
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目標を持っている」を使用し、また、新たに開発した質問項目である「効率よく仕事をする
べきだという意識が、職場全体で共有されている」の計 4 項目を使用した。回答は、「そう
思う」に 5 点、「ややそう思う」に 4 点、「どちらとも言えない」に 3 点、「あまりそう思わ
ない」に 2 点、「そう思わない」に 1 点の 5 点尺度とした。 
 
表 4-1 独立変数の記述統計 
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 独立変数では、表 4-1 の 9「私の仕事の内容ややり方は上司から一方的に決められてい
る」、表 4-1の 15「私の職場では、メンバーに心配事や悩み事を何でも相談できる」、表 4-
1 の 18「業務量や重要な業務が特定の人物に偏らないように配慮されている」の 3 項目が
３点を下回った。表 4-1の 9 は、質問に回答した労働者は、ある程度仕事に対し上司から裁
量権を与えられているということかもしれない。一方で分業が進んだ職場において「個業
化」が促進され、日常的に細かい指示を受けていない可能性がある。表 4-1の 15 について
は、「個業化」が進んだ職場において、職場の希薄化が進行し、心配事や悩み事を相談、共
有できなくなっているのかもしれない。表 4-1の 18 については、「できる人」に仕事が集中
する傾向が見られる可能性がある。 
 
4-5 媒介変数：ソーシャル・キャピタル 
 媒介変数は「ソーシャル・キャピタル」とした。質問項目は、西村（2017）から「職場の
人達は信頼できる」、「職場の人達は、あなたの仕事の仕方や癖といった特徴を理解してい
る」、「職場の人達は、あなたの繁忙感を理解している」など 11 項目を使用した。回答は、
「そう思う」に 5 点、「ややそう思う」に 4 点、「どちらとも言えない」に 3 点、「あまりそ
う思わない」に 2 点、「そう思わない」に 1 点の 5 点尺度とした。 
 
表 4-2 媒介変数の記述統計 
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 媒介変数では、表 4-2 の 10「他の人にお願いした仕事の締切りを早めることができる」、
表 4-2 の 11「社内の噂話を他の人よりもいち早く知ることが多い」が 3 点を下回った。こ
の２つの質問項目は、「資源動員」と解釈でき、「資源動員」とは、職場の仲間から支援を引
き出し、時としてその関係性を利用するという自らが仕事を進めるうえで有利に仕事を進
めることに関する因子である。この２つの質問項目が平均を下回ったということは、職場で
の意思疎通が希薄になっている状況を伺うことができ、ここでも職場が「個業化」している
可能性が示唆される。 
 
4-6 コントロール変数 
 未既婚と子供の有無は、働き方ないし働く時間に影響を与えると予想される。家庭に縛ら
れなければ、その分働くことに注力できると考えられるためだ。性別ダミーは、男性を 1 と
するダミー変数を作成した。勤務地限定ダミーは、「契約で実際の勤務地を限定していない
し、実際の勤務地も限定されていない」を 1 とするダミー変数を作成、職務限定ダミーは、
「契約で実際の職務内容を限定していないし、実際の職務内容も限定されていない」を 1 と
するダミー変数を作成、仕事内容ダミーは「否定型型業務（自ら考えて判断したり、他人に
指示したりする仕事）が多い」を 1 とするダミー変数を作成した。勤務地、職務限定、仕事
内容は限定されていなければ、仕事の無限低性につながるので、労働時間の長さに影響を及
ぼすと考える。年齢や勤続年数は、年を経るごとに職場に対する組織コミットメントが高ま
ると考えられているため（開本, 2014）、職場でのまとまりや信頼関係の構築に影響を及ぼ
すと考える。転職経験については、転職回数が多い人より少ない人の方が組織への帰属意識
が高いと考えられる。従業員規模は、組織全体の人数が多いよりも少ないほうが、組織の中
における知り合いの割合が高くなるので、まとまりに影響を及ぼすと考える。年収および世
帯年収は、時間外労働手当の支給対象者は長い時間働くことに対する動機付けになる。役職
は、職位が上になるほど大きな数値になるコントロール変数に投入した。職場の人数は、少
なくなるほど、職場の在籍期間についても長くいるほど、その職場でのまとまりに正の影響
を与える可能性がある。所定労働時間、所定労働日数、勤怠管理の正確性は、労働時間に影
響を与える可能性があるのでコントロール変数に投入した。 
 他にも個人の性格特性として勤勉性、開放性、協調性、神経症傾向をコントロール変数に
投入した。開放性は「新たな美的、文化的、知的な経験に開放的」な傾向、勤勉性は「計画
性、責任感、真面目さ」の傾向、外向性は「自分の関心や精力が外の人や物に向けられる」
傾向、協調性は「利己的ではなく協調的に行動できる」傾向、神経症傾向は「外部刺激に敏
感に反応し、情緒不安定」の傾向を示す。黒川・佐々木・大竹（2017）では、「協調性があ
る労働者ほど 45 時間以上残業する傾向にある」と指摘していることから、個人の特性が労
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働時間に影響を与えることが予想される。 
 
4-7 因子分析 
独立変数および媒介変数のうち、職場における集団の特性を表す変数について因子分析
（最尤法、プロマックス回転）を行った。因子分析で用いたのは独立変数「職場の特性」を
構成する変数と媒介変数のソーシャル・キャピタル変数である。本研究では、職場の特性お
よびソーシャル・キャピタルが労働時間に影響を与えると考えているため、因子分析の際に
は同時に変数を投入した。 
 スクリー法および解釈可能性から７因子が妥当と判断した。因子負荷量の基準値を.40 以
上とし、どの因子にも基準値を満たさない項目と、複数の因子に基準値以上の負荷量を示し
た項目を削除して分析を繰り返した結果、最終的に表 4-3 のような結果が得られた。 
 第１因子は、「ソーシャル・キャピタル（信頼・互酬性）」と解釈された。第 2 因子は、「集
団凝集性」と解釈された。第３因子は、「職務自律性」と解釈された。第４因子は、「仕事の
進め方」と解釈された。第５因子は「ソーシャル・キャピタル（支援行動）」と解釈された。
第６因子は、「相互依存性」と解釈された。相互依存性は、先行研究から「仕事の相互依存
性」、「目標の相互依存性」と区別して質問項目を用意したが、因子分析の結果、一つにまと
まった。第７因子は、「ソーシャル・キャピタル（資源動員）」と解釈された。各尺度の信頼
性を示すクロンバックのα係数は、「ソーシャル・キャピタル（信頼・互酬性）」が 0.886、
「集団凝集性」が 0.837、「職務自律性」が 0.915、「仕事の進め方」が 0.686、「ソーシャル・
キャピタル」が 0.738、「相互依存性」が 0.808、「ソーシャル・キャピタル（資源動員）」が
0.628 であり、内的整合性はおおむね確認されたと考える。3 つの因子をまとめたソーシャ
ル・キャピタル変数も 0.8 を超える信頼性係数（0.891）であることから、これらの変数を
ソーシャル・キャピタル変数として用いる。 
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表 4-3 因子分析結果（最尤法、プロマックス回転） 
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第 5 章 分析 
 第 5 章では、最初に役職ごとと職場の在籍期間ごとに、ソーシャル・キャピタルおよび労
働時間の分布、平均値を確認し、各変数を構成する概念について、相関関係を確認したうえ
で以下の重回帰分析を実施する。 
 
5-1 役職、職場の在籍期間ごとのソーシャル・キャピタル、労働時間の分布と平均値 
 役職、職場の在籍期間ごとにソーシャル・キャピタルの分布、平均値を確認するのは、役
職が上がるにつれて組織における人脈が形成され、信頼関係の構築や他者からの支援行動、
資源動員を得られ、ソーシャル・キャピタルの形成に影響を与えると考えるためである。職
場の在籍期間も同様で、在籍期間が長くなるほど、ソーシャル・キャピタルの形成に影響を
与えると考えるためである。 
 図 5-1 の役職ごとのソーシャル・キャピタルの分布では、部長クラスが他の役職に比べ、
四分位範囲の位置と平均点が高くなっている。役職が高くなると、他者からの支援行動が得
られやすくなる可能性がある。一方で、一般社員、主任・課長補佐・係長クラスにおいては、
最大値と最小値の幅が大きい。個人によっては、ソーシャル・キャピタルの形成に差が生じ
ていることが示唆される。 
 
図 5-1 役職ごとのソーシャル・キャピタルの分布 
 
得点の見方）5:そう思う、4:ややそう思う、3:どちらとも言えない、2:あまりそう思わない、1:そう思わない。図 5-2も
同じ。 
 
 図 5-2 では、職場の在籍期間ごとでソーシャル・キャピタルの分布を示している。職場の
在籍期間３年以上４年未満のグループが、他のグループに比べ平均点が高く、四分位範囲の
位置も上に位置している。在籍３年を超えると仕事に慣れ、職場内での協働が促進されてい
0
1
2
3
4
5
6
一般社員 主任・課長補佐・係長クラス 課長・参与クラス 部長クラス
得
点
平均値：3.11 
平均値：3.19 
平均値：3.28 
平均値：3.44 
  
 26 
るのかもしれない。また、職場の在籍期間 1 年以上 2年未満のグループが、職場の在籍期間
３年以上４年未満のグループについで、四分位範囲の位置が上に位置している。新しく職場
のメンバーになった人は、仕事を覚える（他者からの立場では、「仕事をやってもらう」）た
めに、他者から仕事のノウハウや職場におけるルールを教えてもらうことが多いのかもし
れない。 
 
図 5-2 職場在籍期間ごとのソーシャル・キャピタルの分布 
 
 
 本研究では、ソーシャル・キャピタルは労働時間に負の影響を与えると仮定しているた
め、労働時間に対しても、役職、職場の在籍期間ごとの分布と平均値を確認する。役職ごと
では、普段の労働時間および繁忙期の労働時間ともに、役職が上がるにつれて、労働時間が
長くなる傾向であることが読み取れる（図 5-3、図 5-4）。責任が重くなるほど、より仕事量
が増えるのかもしれない。この傾向は繁忙期になるとより顕著になる。 
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図 5-3 役職ごとの普段の労働時間の分布 
 
得点の見方）13:80 時間以上、12:75 時間以上 80時間未満、11:70時間以上 75時間未満、10:65時間以上 70時間未満、
9: 60 時間以上 65 時間未満、8:55 時間以上 60 時間未満、7:50 時間以上 55 時間未満、6:45 時間以上 40 時間未満、5: 
40 時間以上 45時間未満、4:35時間以上 40時間未満、3:30時間以上 35時間未満、2:15時間以上 30時間未満、1:15時
間未満。図 5-4、図 5-5、図 5-6も同じ。 
 
図 5-4 役職ごとの繁忙期の労働時間の分布 
 
 
 職場在籍期間ごとの普段の労働時間および繁忙期の労働時間の分布、平均値は、職場在籍
２年以上３年未満のグループが、他のグループより平均値が高く、四分位範囲の位置も上に
位置している（図 5-5、図 5-6）。仕事に慣れるにしたがって、仕事量も増えている可能性が
ある。 
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図 5-5 職場在籍期間ごとの普段の労働時間の分布 
 
 
図 5-6 職場在籍期間ごとの繁忙期の労働時間の分布 
 
 
5-2 相関分析 
 因子分析の結果に基づき、ソーシャル・キャピタル、集団凝集性、職務自律性、仕事の進
め方、相互依存性、普段の労働時間、繁忙期の労働時間、希望する労働時間の各変数間の相
関係数を算出した。ソーシャル・キャピタルについては、因子分析で３つの因子に分かれた
ものの、相関分析およびこの後実施する重回帰分析、媒介分析では、合成してまとまった因
子として使用する。ソーシャル・キャピタルは、集団凝集性、職務自律性、仕事の進め方、
相互依存性が有意な正の相関が見られた。集団凝集性は、職務自律性、仕事の進め方、相互
依存性が有意な正の相関が見られた。仕事の進め方は、相互依存性が有意な正の相関が見ら
れた。普段の労働時間、繁忙期の労働時間については、相互依存性は繁忙期の労働時間に対
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しては正の方向で有意であり、ソーシャル・キャピタルおよび集団凝集性、仕事の進め方は
普段の労働時間、繁忙期の労働時間ともに負の方向で有意であった。 
 相互依存性が繁忙期の労働時間に対し、正の方向で有意であるのは、仕事や目標の相互依
存性が高まることが、職場での同調圧力を生み、労働時間を長くしている可能性がある。一
方、ソーシャル・キャピタルおよび集団凝集性、仕事の進め方は普段の労働時間、繁忙期の
労働時間ともに負の方向で有意であるのは、相互のソーシャル・キャピタルや集団凝集性が
高い状態は、職場での信頼や助け合い、まとまりの良さを意味しそれが労働時間を抑える効
果があるのかもしれない。また、仕事の進め方は、仕事や目標が明確になっている度合いを
示す数値であり、その数値が高いことは仕事や目標が明確になっている状態を表すので、そ
れが労働時間を抑える効果があるのかもしれない。 
 また、普段の労働時間と繁忙期の労働時間は正の方向で有意であった。これは、繁忙期に
おいて労働時間が長くなる人は、普段の労働時間においても長くなる傾向であることを示
す。 
 
表 5-1 相関分析 
 
 
5-3 重回帰分析 
 媒介分析の検討にあたっては、ステップ１として「職場の特性」を独立変数に投入し、２
つの「労働時間」を従属変数とする重回帰分析を実施した。ステップ２として「職場の特性」
を独立変数に投入し、「ソーシャル・キャピタル」を従属変数とする重回帰分析を実施した。
ステップ３として「ソーシャル・キャピタル」を独立変数に投入し、２つの「労働時間」を
従属変数とする重回帰分析を実施した。ステップ４として「職場の特性」と「ソーシャル・
キャピタル」を独立変数に投入し、２つの「労働時間」を従属変数とする重回帰分析を実施
した。このとき、媒介変数を投入したモデルにおいて、媒介変数を入れる前のモデルで有意
に影響を与えていた職場の特性変数が有意でなくなる場合には、完全媒介が確認されたこ
とになり、有意であっても係数が減少する場合や、有意確率が減少した場合には部分的な媒
介関係が確認されたことになる。 
 
 
平均 標準偏差 α係数
ソーシャル・
キャピタル
集団凝集性 職務自律性 仕事の進め方 相互依存性
普段の労働時
間
繁忙期の労働
時間
ソーシャル・キャピタル 3.156 0.647 .891 1.000
集団凝集性 3.090 0.917 .837 0.736 ** 1.000
職務自律性 3.524 0.785 .915 0.389 ** 0.395 ** 1.000
仕事の進め方 3.159 0.731 .686 0.653 ** 0.605 ** 0.308 ** 1.000
相互依存性 3.145 0.783 .808 0.338 ** 0.362 ** 0.186 ** 0.302 ** 1.000
普段の労働時間 5.184 2.095 -0.130 * -0.119 * 0.001 -0.138 * 0.044 1.000
繁忙期の労働時間 6.197 2.664 -0.165 ** -0.119 * 0.028 -0.191 ** 0.102 + 0.824 ** 1.000
**
 p  < .01, 
*
 p  < .05, 
+
 p  < .10
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表 5−2 普段の労働時間 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
変数名 標準化係数 標準誤差 標準化係数 標準誤差 標準化係数 標準誤差 標準化係数 標準誤差
MARRIED （未既婚） -0.092 0.314 0.077 0.065 -0.095 0.316 -0.093 0.316
CHILD （子供の有無） 0.107 0.289 -0.036 0.060 0.098 0.288 0.107 0.290
性別ダミー（男性＝1） 0.204 ** 0.328 -0.114 * 0.068 0.207 ** 0.327 0.206 ** 0.332
勤務地限定ダミー（非限定＝1） 0.113 0.340 -0.010 0.071 0.095 0.340 0.113 0.340
職務限定ダミー（非限定＝1） -0.031 0.334 0.008 0.070 -0.013 0.334 -0.032 0.335
仕事内容ダミー（非定型＝1） 0.044 0.275 0.006 0.057 0.050 0.273 0.043 0.276
職場の男女比 -0.011 0.118 0.033 0.025 -0.010 0.117 -0.012 0.118
職場の正規・非正規割合 0.010 0.129 -0.012 0.027 0.008 0.130 0.010 0.129
年齢 -0.042 0.075 -0.030 0.016 -0.055 0.074 -0.042 0.076
勤続年数 0.027 0.058 0.027 0.012 0.042 0.058 0.027 0.058
転職経験 0.007 0.155 0.018 0.032 0.016 0.156 0.007 0.156
従業員規模 0.007 0.094 0.006 0.019 0.006 0.093 0.007 0.094
年収 -0.105 0.071 0.032 0.015 -0.082 0.071 -0.106 0.071
世帯年収 0.032 0.067 -0.022 0.014 0.012 0.066 0.032 0.067
役職 0.124 + 0.171 0.009 0.036 0.105 0.167 0.124 + 0.171
職場の人数 -0.069 0.049 -0.016 0.010 -0.073 0.049 -0.069 0.049
職場の在籍期間 0.036 0.086 -0.019 0.018 0.044 0.087 0.036 0.086
所定労働時間 0.102 + 0.222 -0.059 0.046 0.091 0.221 0.103 + 0.223
所定労働日数 0.205 ** 0.206 -0.024 0.043 0.211 ** 0.207 0.206 ** 0.207
外向性 -0.055 0.128 0.019 0.027 -0.058 0.128 -0.056 0.129
勤勉性 0.138 * 0.133 -0.045 0.028 0.125 + 0.133 0.138 * 0.134
開放性 -0.031 0.143 0.088 + 0.030 -0.012 0.142 -0.032 0.145
協調性 0.082 0.145 -0.035 0.030 0.065 0.144 0.082 0.145
神経症傾向 0.032 0.141 0.079 + 0.029 0.017 0.141 0.030 0.142
勤怠管理の正確性 -0.043 0.085 0.057 0.018 -0.050 0.085 -0.044 0.085
集団凝集性 -0.067 0.174 0.456 ** 0.036 -0.076 0.198
職務自律性 -0.019 0.171 0.055 0.036 -0.020 0.172
仕事の進め方 -0.150 * 0.212 0.314 ** 0.044 -0.156 + 0.227
相互依存性 0.042 0.161 0.067 + 0.034 0.041 0.162
ソーシャル・キャピタル -0.122 * 0.196 0.018 0.288
R
2 0.221 0.646 0.203 0.221
Adjust R 2 0.140 0.609 0.129 0.137
**
 p  < .01, 
*
 p  < .05, 
+
 p  < .10
ステップ2
ソーシャル・キャピタル
ステップ1
普段の労働時間
ステップ3
普段の労働時間
ステップ4
普段の労働時間
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表 5−3 繁忙期の労働時間 
 
 
 ステップ１では、「普段の労働時間」に対し、独立変数としている「仕事の進め方」が 5％
水準で負の方向に有意であった。コントロール変数では、「性別ダミー」と「所定労働日数」
が１％水準で正の方向に有意であり、「勤勉性」が 5％水準で正の方向に有意であった。「役
職」と「所定労働時間」が 10％水準で正の方向に有意であった。「繁忙期の労働時間」に対
し、独立変数としている「仕事の進め方」が 1％水準で負の方向に有意であり、「相互依存
性」が 5％水準で正の方向に有意であった。コントロール変数では、「所定労働日数」が 1％
水準で正の方向に有意であり、「性別ダミー」と「勤務地限定ダミー」、「役職」、「勤勉性」
が 5％水準で正の方向に有意であった。 
 ステップ 2 では、「ソーシャル・キャピタル」に対し、独立変数としている「集団凝集性」、
「仕事の進め方」が 1％水準で正の方向に有意であり、「相互依存性」が 10％水準で正の方
向に有意であった。コントロール変数では、「開放性」と「神経症傾向」が 10％水準で正の
方向に有意であった。また「性別ダミー」において 5％水準で負の方向に有意であった。以
上により仮説 1-2 は支持されず、仮説 1-1 および 1-3、1-4 は支持された。 
 ステップ３では、「普段の労働時間」に対し、独立変数としている「ソーシャル・キャピ
変数名 標準化係数 標準誤差 標準化係数 標準誤差 標準化係数 標準誤差 標準化係数 標準誤差
MARRIED （未既婚） -0.084 0.388 0.077 0.065 -0.086 0.394 -0.080 0.390
CHILD （子供の有無） 0.068 0.356 -0.036 0.060 0.069 0.359 0.067 0.357
性別ダミー（男性＝1） 0.186 * 0.405 -0.114 * 0.068 0.189 * 0.408 0.180 * 0.409
勤務地限定ダミー（非限定＝1） 0.184 * 0.419 -0.010 0.071 0.159 * 0.423 0.184 * 0.419
職務限定ダミー（非限定＝1） -0.056 0.412 0.008 0.070 -0.024 0.416 -0.056 0.413
仕事内容ダミー（非定型＝1） -0.010 0.339 0.006 0.057 0.005 0.340 -0.009 0.340
職場の男女比 0.024 0.145 0.033 0.025 0.022 0.145 0.026 0.146
職場の正規・非正規割合 -0.024 0.159 -0.012 0.027 -0.027 0.162 -0.025 0.159
年齢 -0.089 0.093 -0.030 0.016 -0.128 + 0.092 -0.091 0.093
勤続年数 0.068 0.071 0.027 0.012 0.092 0.072 0.069 0.071
転職経験 0.043 0.191 0.018 0.032 0.054 0.194 0.043 0.192
従業員規模 0.035 0.115 0.006 0.019 0.036 0.116 0.036 0.116
年収 -0.045 0.088 0.032 0.015 -0.014 0.088 -0.043 0.088
世帯年収 -0.038 0.082 -0.022 0.014 -0.069 0.083 -0.039 0.082
役職 0.135 * 0.211 0.009 0.036 0.127 * 0.207 0.136 * 0.211
職場の人数 -0.054 0.061 -0.016 0.010 -0.062 0.061 -0.055 0.061
職場の在籍期間 0.043 0.106 -0.019 0.018 0.045 0.108 0.042 0.107
所定労働時間 0.066 0.273 -0.059 0.046 0.062 0.275 0.062 0.275
所定労働日数 0.208 ** 0.254 -0.024 0.043 0.215 ** 0.258 0.207 ** 0.255
外向性 -0.073 0.158 0.019 0.027 -0.070 0.159 -0.072 0.158
勤勉性 0.155 * 0.164 -0.045 0.028 0.134 * 0.165 0.153 * 0.165
開放性 -0.015 0.177 0.088 + 0.030 0.030 0.177 -0.011 0.178
協調性 0.091 0.179 -0.035 0.030 0.068 0.179 0.089 0.179
神経症傾向 -0.037 0.173 0.079 + 0.029 -0.038 0.175 -0.033 0.174
勤怠管理の正確性 -0.030 0.105 0.057 0.018 -0.038 0.106 -0.027 0.105
集団凝集性 -0.053 0.215 0.456 ** 0.036 -0.029 0.244
職務自律性 0.032 0.211 0.055 0.036 0.035 0.212
仕事の進め方 -0.232 ** 0.261 0.314 ** 0.044 -0.215 ** 0.280
相互依存性 0.116 * 0.199 0.067 + 0.034 0.119 * 0.200
ソーシャル・キャピタル -0.157 ** 0.245 -0.052 0.355
R 2 0.267 0.646 0.236 0.268
Adjust R
2 0.191 0.609 0.165 0.189
ステップ4
繁忙期の労働時間
ステップ1
繁忙期の労働時間
ステップ2
ソーシャル・キャピタル
ステップ3
繁忙期の労働時間
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タル」が、5％水準で負の方向に有意であった。コントロール変数では、「性別ダミー」、「所
定労働日数」において 1％水準で正の方向に有意であり、「勤勉性」が 10％水準で正の方向
に有意であった。 
 「繁忙期の労働時間」に対し、独立変数としている「ソーシャル・キャピタル」が、1％
水準で負の方向に有意であった。コントロール変数では、「所定労働日数」において 1％水
準で正の方向において有意であった。「性別ダミー」と「勤務地限定ダミー」、「役職」、「勤
勉性」において 5％水準で正の方向に有意であった。また「年齢」が 10％水準で負の方向に
有意であった。以上により仮説 2−1 および仮説 2−2 ともに支持された。 
 ステップ 4 では、「普段の労働時間」に対し、独立変数としている「仕事の進め方」が 10％
水準で負の方向に有意であった。コントロール変数では、「性別ダミー」と「所定労働日数」
が１％水準で正の方向に有意であり、「勤勉性」が 5％水準で正の方向に有意であった。「役
職」と「所定労働時間」が 10％水準で正の方向に有意であった。 
 「繁忙期の労働時間」に対し、独立変数としている「仕事の進め方」が１％水準で負の方
向に有意であり、「相互依存性」が 5％水準で正の方向に有意であった。コントロール変数
では、「所定労働日数」が 1％水準で正の方向に有意であり、「性別ダミー」と「勤務地限定
ダミー」、「役職」、「勤勉性」が 5％水準で正の方向に有意であった。 
 ソーシャル・キャピタルは、２つの労働時間に対しともに負の方向で有意でなかった。以
上により媒介効果が認められないため、仮説 3-1−1、仮説 3-1−2、仮説 3-2−1、仮説 3-2−2、
仮説 3-3−1、仮説 3-3−2、仮説 3-4-1、仮説 3-4-2 は全て棄却された。 
 
5-4 媒介変数としての「仕事の進め方」の検討 
 表 5-2 および表 5-3 から、仕事の進め方はステップ 1、ステップ 4 ともに２つの労働時間
に対し負の方向で有意であること、仕事の進め方はソーシャル・キャピタルに対し正の方向
で有意であること、ソーシャル・キャピタルは２つの労働時間に対し、ステップ 3 では負の
方向で有意であったのが、表ステップ 4 では有意でなくなっていることから、ソーシャル・
キャピタルを独立変数、仕事の進め方を媒介変数、２つの労働時間を従属変数とする媒介関
係が成立している可能性がある。そこで、ソーシャル・キャピタルを独立変数、仕事の進め
方を従属変数とする重回帰分析を実施した（表 5-4）。 
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表 5-4 ソーシャル・キャピタルを独立変数、仕事の進め方を従属変数とした重回帰分析 
 
  
 表 5-4 では、「仕事の進め方」に対し、独立変数としている「ソーシャル・キャピタル」
が 1％水準で正の方向に有意であった。コントロール変数では、「年齢」と「世帯年収」、「役
職」、「勤勉性」、「協調性」が 5％水準で正の方向に有意であった。また「開放性」が 1％水
準で負の方向に有意であった。「年収」が 5％水準で負の方向に有意であった。「職務限定ダ
ミー」と「勤続年数」が 10％水準で負の方向に有意であった。以上により、「仕事の進め方」
変数名 標準化係数 標準誤差
MARRIED（未既婚） 0.016 0.086
CHILD（子供の有無） 0.035 0.079
性別ダミー（男性＝1） 0.022 0.089
勤務地限定ダミー（非限定＝1） 0.090 0.093
職務限定ダミー（非限定＝1） -0.101 + 0.091
仕事内容ダミー（非定型＝1） -0.051 0.074
職場の男女比 -0.065 0.032
職場の正規・非正規割合 0.020 0.035
年齢 0.114 * 0.020
勤続年数 -0.090 + 0.016
転職経験 -0.038 0.043
従業員規模 0.058 0.025
年収 -0.163 * 0.019
世帯年収 0.149 * 0.018
役職 0.101 * 0.045
職場の人数 0.049 0.013
職場の在籍期間 -0.040 0.024
所定労働時間 0.058 0.060
所定労働日数 -0.009 0.056
外向性 -0.026 0.035
勤勉性 0.105 * 0.036
開放性 -0.144 ** 0.039
協調性 0.122 * 0.039
神経症傾向 0.036 0.038
勤怠管理の正確性 0.014 0.023
ソーシャル・キャピタル 0.612 ** 0.054
R
2 0.513
Adjust R 2 0.469
**
 p  < .01, 
*
 p  < .05, 
+
 p  < .10
仕事の進め方
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について媒介効果が示唆されるため、「ソーシャル・キャピタル」を独立変数、「仕事の進め
方」を媒介変数、「普段の労働時間」と「繁忙期の労働時間」をそれぞれ従属変数とした媒
介分析を実施した（ブートストラップ法、サンプル数 2000）。分析の結果、普段の労働時間
については、95％信頼区間において０を含んでいるため、有意な媒介効果は見られなかった
（図 5-7）。一方で、繁忙期の労働時間においては、ソーシャル・キャピタルの効果は非有
意となり、仕事の進め方は繁忙期の労働時間に対し、10%水準で負の方向で有意であった。
95％信頼区間において０を含んでおらず、「仕事の進め方」の有意な媒介効果が認められた
（図 5-8）。 
 
図 5-7 普段の労働時間を従属変数とした媒介分析 
 
 
図 5-8 繁忙期の労働時間を従属変数とした媒介分析 
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第 6 章 分析結果の考察 
 本研究では、職場の特性がソーシャル・キャピタルを媒介して労働時間にどのような影響
を与えるかを測定することが目的であった。まずは職場の特性が労働時間に与える影響を
考察する。仕事の進め方が労働時間に負の影響を与えていた。仕事の進め方は、「効率よく
仕事をするべきだという意識が、職場全体で共有されている」「担当業務は明確化されてい
る」「私の職場では、職場として達成すべき明確な目標を持っている」「業務量や重要な業務
が特定の人物に偏らないように配慮されている」の４つの質問項目で構成されているが、仕
事や目標を明確にし、それを共有していることが、労働時間を抑制する効果がある。役割が
曖昧であると、「仕事の無限性」を生み出してしまう可能性があるため、役割や目標が明確
になっている職場では、個人の労働時間が抑制されているのは合理的と言える。「業務量や
重要な業務が特定の人物に偏らないように配慮されている」が他の「仕事の進め方」因子と
まとまったが、「業務量や重要な業務が特定の人物に偏らないように配慮されている」状態
は、仕事を平準化していると捉えることができ、それが結果的に職場のメンバー間の目標と
仕事を明確にし、職場全体で共有すべき規範を共有することにつながっているのかもしれ
ない。本稿では、過度の分業は「個業化」を招くことを言及しているが、適度な仕事の分業
は、職場に良い影響を及ぼす可能性がある。要は「協働」と「分業」のバランスが大事であ
る。 
 一方、相互依存性が繁忙期の労働時間に正の方向で有意であった。相互依存性は「私の仕
事がうまくいかないと、職場のメンバーの仕事もうまくいかなくなる」「私の仕事は、職場
のメンバーの進捗にたえず気を配らなければならない」「仕事を進めていくうえで、職場の
メンバーにたえず相談しなければならない」などの質問項目で構成されている。中原・パー
ソル研究所（2018）では、「職場内の無言のプレッシャーや同調圧力によって残業してしま
う」と指摘しているが、相互依存的な関係がある種の「同調圧力」および「まなざしにさら
される職場」として相互監視を生み出し、労働時間が長くなる要因になっているかもしれな
い。 
 続いて職場の特性がソーシャル・キャピタルに与える影響を考察する。集団凝集性とは、
職場や組織のメンバー同士の団結力や一体感を意味するものであり、ソーシャル・キャピタ
ルに対し、正の方向で有意であったのは仮説が支持された。 
 仕事の進め方は、労働時間同様、仕事や目標を明確にし、それを共有していることが、ソ
ーシャル・キャピタルの形成に影響を与えていると考えられる。役割が曖昧であったり、役
割そのものが過剰である場合は、組織コミットメント、とりわけ情緒的コミットメントを低
くしてしまうと指摘されている（開本, 2014）。仕事や目標を明確にし、それを共有するこ
とがソーシャル・キャピタルの形成に寄与していると考えられる。 
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 相互依存性についても仮説が支持された。ソーシャル・キャピタルが「見返り」を期待し
ている側面があることを考えると、相互依存関係の「互いの行動によって得られる成果が大
きい関係ほど、相互依存的な関係である」という考え方と整合すると言える（図 6-1）。 
 一方で職務自律性については、仮説は棄却された。鈴木（2013）では、職務自律性を相互
依存性に影響を与えるとしていた。相互依存性には影響を及ぼすが、ソーシャル・キャピタ
ルには影響を及ぼさないということが判明した。 
 個人特性である「神経症傾向」がソーシャル・キャピタルに対し 10％水準で正の方向に
有意であった。神経症傾向とは、「外部刺激に敏感に反応し、情緒不安定」である状態だが、
職場というある意味閉じられた関係の中で、「空気」を読むことを求められ、空気を読むこ
とに敏感になっているのかもしれない。山本（1983）は、空気とは、非常に強固でほぼ絶対
的な支配力をもつ「判断の基準」であり、それに抵抗する者を異端として、「抗空気罪」で
社会的に葬るほどの力をもつ超能力であるとしている。Putnam（2000）や Portes（1998）
からソーシャル・キャピタルのマイナス面を引用したが、ソーシャル・キャピタルには、「空
気的判断」の要素があるのかもしれない。 
 
図 6-1 職場の特性とソーシャル・キャピタル 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 次にソーシャル・キャピタルから労働時間に与える影響である。本研究では、ソーシャ
ル・キャピタルを西村（2017）から「他者からの自発的な支援が得られる関係性」と定義し
ていた。そのような関係性が構築されているならば、労働時間に負の影響を与えるという仮
説を導出していたが、普段の労働時間、繁忙期の労働時間ともに仮説が支持された（図 6-
2、図 6-3）。Lin（2001）は、ソーシャル・キャピタルの背後にある前提を、「市場の場で見
返りを期待して社会関係に投資すること」と指摘している。一人が多くの仕事を抱えてしま
い、職場におけるボトルネックになってしまうと、職場全体の成果に悪影響を及ぼしてしま
う。「自発的な支援」を行うことによって、職場におけるボトルネックを解消し、それが結
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果的に支援した側にも見返りとして跳ね返ってくるのであれば、支援行動について合理性
がある。まさに「情けは人の為ならず」である。 
 「仕事の進め方」と「ソーシャル・キャピタル」をそれぞれ独立変数に投入し、2 つの労
働時間を従属変数とした重回帰分析では、ともに「普段の労働時間」に対しては 5%水準で
負の方向に有意であり、「繁忙期の労働時間」に対し、1%水準で負の方向で有意であった。
仕事の状況によって労働時間に差が出たのは、忙しい状況は、個人にとって納期や仕事量な
どある意味「厳しい状況」であると言える。そのような状況の中では、普段より目標や仕事
を明確にするとともに、効率良く仕事をすべきという考え方を共有し、そして信頼や互酬性
などの規範が高めることによって、厳しい状況を乗り越えているのかもしれない。 
  
 
 
 
 
 当初想定していなかった分析モデルではあるが、「ソーシャル・キャピタル」を独立変数、
「仕事の進め方」を媒介変数、「繁忙期の労働時間」を従属変数とした媒介分析において、
ソーシャル・キャピタルが仕事の進め方を媒介して繁忙期の労働時間に負の影響を与える
ことが確認された（図 5-8）。仕事の進め方が「ソーシャル・キャピタル」−「繁忙期の労働
時間」間において、重要な鍵を握っている可能性が判明した。 
 
第 7 章 まとめ 
 第 7 章において、本研究の理論的意義や実践的示唆、限界と今後の課題をまとめる。本研
究における理論的示唆は、「仕事の進め方」がソーシャル・キャピタルに正の影響を与えて
いたことである。ソーシャル・キャピタルは「信頼」と「互酬性」という要素があり、西村
（2017, 2018）は、能力開発施策や成果主義の導入がソーシャル・キャピタルの形成に正の
影響を与えるとしていた。能力開発施策や成果主義は、個人や職場の業績を向上させるため
図 6-2 職場の特性・ソーシャル・キャピタルと普段の労働時間 図 6-3 職場の特性・ソーシャル・キャピタルと繁忙期の労働時間 
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に導入される人事施策であり、ソーシャル・キャピタルの前提にある条件、すなわち「見返
りを期待する関係性」を踏まえると、整合的である。本研究における「仕事の進め方」は、
仕事や目標が明確になっており、職場で効率よく働こうとする意識を共有し、仕事を特定の
人物に偏らないような配慮がなされている職場である。そのような関係性が構築されてい
れば、ソーシャル・キャピタルに正の影響を与えることが判明した。また「仕事の進め方」
は、労働時間に対して負の影響を与えることが判明した。ステップ 4 で媒介効果が見られな
かったため、媒介分析まで至らなかったが、「仕事の進め方」→「ソーシャル・キャピタル」、
「ソーシャル・キャピタル」→「労働時間」についてそれぞれ影響が見られたので、「仕事
の進め方」、「ソーシャル・キャピタル」、「労働時間」は、間接的に影響が見られたというこ
とが言える。労働時間に対する間接的な影響は、ソーシャル・キャピタルに正の影響を与え
ていた「集団凝集性」においても見られるということができる。 
 一方で、「相互依存性」は「仕事の進め方」よりもソーシャル・キャピタルに与える影響
が小さいものの、ソーシャル・キャピタルを高める効果を持つと同時に、繁忙期の労働時間
も高める。つまり、相互依存性は、ソーシャル・キャピタルを高めることで間接的に繁忙期
の労働時間の削減に寄与する一方で、他方で、直接的には繁忙期の労働時間を高める効果を
有するという２面性を持っていた。 
 追加の重回帰分析の結果（表 5-4）、ソーシャル・キャピタルが仕事の進め方に対し、1％
水準で正の方向に有意であったのは想定していなかった発見である。信頼や互酬性、資源動
員からなるソーシャル・キャピタルが形成されていることは、互いの目標や仕事を明確にす
ることが示唆された。確かに、実際の職場では信頼関係に基づいて自身の仕事に責任を持
ち、互いに助け合うということが見られる。このような関係の中では、それぞれの責任にお
いて、目標や仕事を明確にすることが容易で仕事も特定の人物に偏らないような配慮がさ
れており、決めたこと（あるいは決められたこと）に対する納得感が高いのかもしれない。
ただし、「仕事の進め方」と「ソーシャル・キャピタル」が互いに正の方向で有意であるこ
とから、両者は、相互に作用し合う関係である可能性がある。このことは、表 5-1 の相関分
析からも、ソーシャル・キャピタルと仕事の進め方は 1%水準で有意な正の相関が見られた
ことから示唆される。 
 また、「ソーシャル・キャピタル」と「繁忙期の労働時間」の関係において、「仕事の進め
方」が媒介的役割を果たしていることが判明した。つまり、「ソーシャル・キャピタル」と
「繁忙期の労働時間」の間で、「仕事の進め方」が繁忙期の労働時間に影響を与えるという、
より踏み込んだ説明が可能になる。「仕事の進め方」、「ソーシャル・キャピタル」、「繁忙期
の労働時間」の関係を整理すると、①「ソーシャル・キャピタル」は、「繁忙期の労働時間」
に負の影響を与える、②「ソーシャル・キャピタル」は「仕事の進め方」に正の影響を与え
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る、③「仕事の進め方」は「繁忙期の労働時間」に負の影響を与える、④「ソーシャル・キ
ャピタル」と「繁忙期の労働時間」間に「仕事の進め方」を媒介変数として投入したモデル
において、「ソーシャル・キャピタル」が「繁忙期の労働時間」に対して有意でなくなり、
「仕事の進め方」の媒介関係が確認された。そして、⑤「仕事の進め方」は「ソーシャル・
キャピタル」に正の影響を与えるということになる（図 7-1）。 
 
図 7-1 仕事の進め方とソーシャル・キャピタル、繁忙期の労働時間の関係性 
 
 
 実践的示唆については、労働時間を減らすことに貢献する人事施策のヒントを得られた
ことである。本研究では、ソーシャル・キャピタルの媒介効果は見られなかったものの、「集
団凝集性」と「仕事の進め方」、「相互依存性」がソーシャル・キャピタルに対し、正の影響
を与えること、「仕事の進め方」と「ソーシャル・キャピタル」が２つの労働時間に対し、
負の影響を与えることが判明した。労働時間を少なくするためには、「ソーシャル・キャピ
タル」を高める、すなわち職場において「他者からの自発的な支援が得られる関係性」が構
築できる人材マネジメント、人事施策の展開が有効であろう。 
 図 7-1 で示したように、「仕事の進め方」を中心に、「ソーシャル・キャピタル」と「繁忙
期の労働時間」において様々な関係性が見えてきた。先に、日本企業の雇用システムは「メ
ンバーシップ型」と称されると述べた。この雇用システムの特徴として、職務範囲が曖昧で
あるため、従業員の配置や職務内容を柔軟に変化させることができる。例えば、業績悪化で
仕事がなくなっても、他の部署に配転するなどの対応が可能になる。しかし、職務の範囲が
曖昧である分、仕事量が過大になってしまうという懸念がある。従業員の配置や職務内容を
柔軟に変化させるという利点を打ち消す可能性はあるものの、仕事量が過大になってしま
う懸念点を解消するため、本研究における「仕事の進め方」を人材マネジメント、人事施策
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に展開することは有効であろう。人材マネジメント、人事施策に展開するにあたり、成果主
義施策に着目してみてもいいかもしれない。成果主義施策を運用する過程では、やるべき仕
事や達成すべき目標を明確にするはずである。そういう意味では、西村（2017, 2018）の成
果主義施策はソーシャル・キャピタルに正の影響を与えるという指摘は、本研究における
「仕事の進め方」は「ソーシャル・キャピタル」に正の影響を与えるという結果と整合的で
ある。また本研究では、「仕事の進め方」、「ソーシャル・キャピタル」は２つの労働時間に
対して負の影響を与えるということが明らかになっており、成果主義施策が労働時間に負
の影響を与える可能性がある。さらに、媒介分析において（図 5-8）、「ソーシャル・キャピ
タル」と「繁忙期の労働時間」の間において「仕事の進め方」の媒介効果を有していること
を確認した。これは、「ソーシャル・キャピタル」と「繁忙期の労働時間」の間をつなぐ変
数として「仕事の進め方」が関わっていることを示すものである。労働時間を減らすために、
成果主義施策を通じて、「仕事の進め方」変数を高める人材マネジメント、人事施策の展開
は検討に値すると考える。 
 人材マネジメントにおいては、職場の「個業化」が進行し、「長時間労働」が常態化する
中で、互いにどのような関係性を築けるかが課題であるが、本研究で得られた結果は、「協
働」と「個業化」の組み合わせを考える上で、貴重になるであろう。「協働」と「個業化」
をどのようにバランスさせるか、働き方やソーシャル・キャピタルを労働時間にどのように
つなげるか、具体的な施策についてはより検討を深める必要がる。 
 守島（2004）は、人材マネジメントの役割を「人材を活用して、会社の戦略を達成し、さ
らに次の戦略を生み出す人材を提供すること」としている。長時間労働は法令違反やブラッ
ク企業などの風評被害、あるいはステークホルダーの一翼を担う社員の健康障害リスクを
高めるなど、まさに経営リスクそのものである。組織とそこで働く個人を長時間労働のリス
クから守るため人材マネジメントが果たす役割は大きい。山本（2018）は、働き方の見直し
が行わなければ、上限規制による長時間労働是正は労働強度を無理に高め、ストレスの増加
や生産性の低下をもたらす危険があると指摘している。本研究では、職場がどのような状態
であればソーシャル・キャピタルあるいは労働時間に影響を与えるかを探索するため、あえ
て人事管理を独立変数に設定しなかった。研究を進めていく中で、ソーシャル・キャピタル
あるいは労働時間に影響を与える要因が判明したので、今後組織が取り得る人事施策を幅
広く検討することが可能となる。本研究で得られた結果は、働き方の見直しに資する人材マ
ネジメント、人事施策へと展開できる。 
 本研究の課題は、第 1 に、職場を分析単位にしたものの、職場そのものを調査していない
ことにある。個人が感じていることと、実際に職場で起こっていること、ライン長のマネジ
メント手法などを総合的に調査できれば、より精緻な分析ができたであろう。そういう意味
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では、個人のみを調査対象にしたことの限界であると言える。 
 第 2 に、「労働時間を減らすことは良いことだ」との前提で研究を進めているので、そう
思わない職場あるいは個人がいた場合の影響度を分析できていない。先行研究で検討した
ように、労働者側（自発的長時間労働）、使用者側（非自発的長時間労働）双方に長時間労
働のインセンティブが存在する。一方、または双方に長時間労働を志向する行動が見られた
時、長時間労働を是正する取り組みの効果は低減する。また、ソーシャル・キャピタルには
Putnam らが指摘するように負の側面がある。職場が長時間労働を強いる環境であった場合
に、個人が定時退社、残業なしの働き方をしたとき、周囲はどのような反応を示すのかは今
後の研究課題であろう。 
 最後に、労働時間を従属変数に置いたため、職場と個人がその先に得られるもの、たとえ
ばモチベーションや成長、健康、創造性、パフォーマンスなどを意識した調査を実施してい
ない。組織にとって長時間労働を抑制する動機として、経営リスクの低減の他、モチベーシ
ョンや成長、健康、創造性、パフォーマンスなど業績にプラスになる要素があるだろう。今
回の調査では、仕事や目標が明確になっていることがソーシャル・キャピタルや労働時間に
影響を与えることが判明したが、今後の課題としては、人事施策のほか、組織にとっての動
機づけを意識した調査・分析が必要であろう。 
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